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平成２７年

第４回市議会定例会 議案第３号

平成２７年度函館市水道事業会計補正予算（第１号）

第１条 平成２７年度函館市水道事業会計補正予算（第１号）は，次に定めると

ころによる。

第２条 平成２７年度函館市水道事業会計予算（以下「予算」という。）第２条

中「4,614メートル」を「3,577メートル」に改める。

第３条 予算第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 水道事業収益 4,906,664千円 △ 624千円 4,906,040千円

水 道 事 業

第１項 4,608,512千円 △ 624千円 4,607,888千円

営 業 収 益

支 出

第１款 水道事業費用 4,548,721千円 1,400千円 4,550,121千円

第３項 営 業 外 費 用 425,146千円 1,400千円 426,546千円

第４条 予算第４条本文括弧書中「1,608,592千円」を「1,597,647千円」に，

「140,466千円」を「133,050千円」に，「1,468,126千円」を「1,464,597千

円」に改め，資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

（科 目） （既決予定額） （補正予定額）（ 計 ）

収 入

第１款 資 本 的 収 入 2,099,561千円 △202,776千円 1,896,785千円

第１項 企 業 債 1,689,900千円 △ 89,700千円 1,600,200千円

第５項 工 事 補 償 金 258,066千円 △113,076千円 144,990千円

支 出

第１款 資 本 的 支 出 3,708,153千円 △213,721千円 3,494,432千円

第１項 建 設 改 良 費 2,394,057千円 △213,721千円 2,180,336千円

第５条 予算第６条中「1,689,900千円」を「1,600,200千円」に改める。

平成２７年１２月２日提出

函館市長 工 藤 壽 樹
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平 成 ２ ７ 年 度 函 館 市 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円千円 千円 千円千円 千円 千円千円 千円 千円

1 水道事業収益 4,906,664 △ 624 4,906,040

水 道 事 業

1 4,608,512 △ 624 4,607,888

営 業 収 益

2 他会計負担金 167,266 △ 624 166,642 一般会計負担金「40,300千円」を「39,676千円」に改める。

支 出

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円千円 千円 千円千円 千円 千円千円 千円 千円

1 水道事業費用 4,548,721 1,400 4,550,121

3 営 業 外 費 用 425,146 1,400 426,546

支払利息及び

1 335,511 △ 5,973 329,538 企業債利息を補正

企業債取扱諸費

消 費 税 及 び

2 88,071 7,413 95,484 納付税額を補正

地 方 消 費 税

3 雑 支 出 1,564 △ 40 1,524 その他雑支出を補正
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資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円千円 千円 千円千円 千円 千円千円 千円 千円

1 資 本 的 収 入 2,099,561 △ 202,776 1,896,785

1 企 業 債 1,689,900 △ 89,700 1,600,200

原水及び浄水施設事業費企業債「508,300千円」を「507,000千円」

1 企 業 債 1,689,900 △ 89,700 1,600,200 に，配水施設事業費企業債「417,500千円」を「327,800千円」に，

売電設備事業費企業債「448,400千円」を「449,700千円」に改める。

5 工 事 補 償 金 258,066 △ 113,076 144,990

1 工 事 補 償 金 258,066 △ 113,076 144,990 工事補償金「258,066千円」を「144,990千円」に改める。

支 出

予 定 額

款 項 目 備 考

既 決 額 補 正 額 計

千円 千円 千円千円 千円 千円千円 千円 千円千円 千円 千円

1 資 本 的 支 出 3,708,153 △ 213,721 3,494,432

1 建 設 改 良 費 2,394,057 △ 213,721 2,180,336

水 道 事 業 原水及び浄水施設事業費「732,761千円」を「719,994千円」に，配

1 1,810,384 △ 215,070 1,595,314

建 設 改 良 費 水施設事業費「695,354千円」を「493,051千円」に改める。

売 電 事 業

3 449,302 1,349 450,651 売電設備事業費「449,302千円」を「450,651千円」に改める。

建 設 改 良 費



（単位：千円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 222,869

減価償却費 1,435,389

固定資産除却費 22,110

貸倒引当金の増減額（△は減少） 7,119

退職給付引当金の増減額（△は減少） 21,887

賞与引当金の増減額（△は減少） △ 530

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 495

長期前受金戻入額 △ 178,066

受取利息及び配当金 △ 1,000

支払利息 329,538

有形固定資産売却損益（△は益） △ 1

小計 1,859,810

利息及び配当金の受取額 1,000

利息の支払額 △ 329,538

未払消費税等の増減額 159,086

業務活動によるキャッシュ・フロー 1,690,358

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 2,180,336

有形固定資産の売却による収入 2

国庫補助金等による収入 56,303

一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 95,291

その他収入 144,990

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,883,750

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 1,600,200

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 1,314,096

財務活動によるキャッシュ・フロー 286,104

　　資金増加額（又は減少額） 92,712

　　資金期首残高 2,784,360

　　資金期末残高 2,877,072

平成２７年度函館市水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）
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平成27年度函館市水道事業会計予定貸借対照表（当年度分）

（平成28年 3 月31日）

資 産 の 部

1 固 定 資 産

千円

(1) 水道事業有形固定資産 59,728,073

千円

減 価 償 却 累 計 額 △29,683,259 30,044,814

(2) 温泉事業有形固定資産 913,115

減 価 償 却 累 計 額 △ 471,900 441,215

(3) 売電事業有形固定資産 455,327

千円

有 形 固 定 資 産 合 計 30,941,356

(4) 投 資 そ の 他 の 資 産

イ 投 資 有 価 証 券 1,000

ロ 出 資 金 3,291

投資その他の資産合計 4,291

千円

固 定 資 産 合 計 30,945,647

2 流 動 資 産

(1) 現 金 預 金 2,877,072

(2) 未 収 金 555,351

貸 倒 引 当 金 △ 13,105 542,246
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千円

(3) そ の 他 流 動 資 産 50

千円

流 動 資 産 合 計 3,419,368

資 産 合 計 34,365,015

負 債 の 部

3 固 定 負 債

(1) 企 業 債 17,221,026

(2) 引 当 金

千円

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,156,089

引 当 金 合 計 1,156,089

固 定 負 債 合 計 18,377,115

4 流 動 負 債

(1) 企 業 債 1,303,813

(2) 未 払 金 987,459

(3) 引 当 金

イ 賞 与 引 当 金 62,322

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 12,138

引 当 金 合 計 74,460

(4) 下 水 道 使 用 料 預 り 金 18,070

(5) そ の 他 流 動 負 債 8,599
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千円

流 動 負 債 合 計 2,392,401

5 繰 延 収 益

千円

長 期 前 受 金 7,018,746

収 益 化 累 計 額 △3,749,539

繰 延 収 益 合 計 3,269,207

負 債 合 計 24,038,723

資 本 の 部

6 資 本 金 9,724,073

7 剰 余 金

(1) 資 本 剰 余 金 240,987

(2) 利 益 剰 余 金

千円

イ 当年度未処分利益剰余金 361,232

利 益 剰 余 金 合 計 361,232

剰 余 金 合 計 602,219

資 本 合 計 10,326,292

負 債 資 本 合 計 34,365,015



Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 　有価証券の評価基準および評価方法

　　その他有価証券　　　　市場価格が無いことから，取得原価としている。

2 　固定資産の減価償却の方法

(1)  有形固定資産

 　　 減価償却の方法　    定額法によっている。

  　　主な耐用年数　　　　建物　　　　　７～50年

　　　　　　　　　　　　　構築物　　　　４～80年

　　　　　　　　　　　　　機械及び装置　６～20年

3 　引当金の計上方法

(1)  貸倒引当金

　　債権の不納欠損による損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，貸倒懸念債権

　等特定の債権については個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。

(2)  退職給付引当金

　　職員の退職手当の支給に備えるため，当年度末における退職手当の期末要支給額に相当する金額

　を計上している。

(3)  賞与引当金および法定福利費引当金

　　職員の期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出に備えるため，当年度末におけ

　る支給（支出）見込額に基づき，当年度の負担に属する額（12月から3月までの4か月分）を計上し

　ている。

4 　その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1)  消費税等の会計処理

　　消費税及び地方消費税の会計処理は，税抜き方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表（当年度分）に関する注記

1 　企業債の償還に係る他会計の負担

　　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還

　　予定のものも含む）のうち，一般会計が負担すると見込まれる額は，677,087千円である。

個　別　注　記　表個　別　注　記　表個　別　注　記　表個　別　注　記　表
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Ⅲ セグメント情報に関する注記

1 　報告セグメントの概要

　水道事業会計は，水道事業ならびに温泉事業および売電事業ならびに簡易水道事業を運営しており，

各事業で運営方針等を決定していることから，この４つを報告セグメントとしている。

　なお，各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。

2 　報告セグメントごとの営業収益等

（単位：千円）

営業収益

営業費用

営業損益

経常損益

セグメント資産

セグメント負債

その他の項目

　　減価償却費

　　特別利益

　有形固定資産および

　　無形固定資産の増加額

△ 51,982 △ 7,177 421,013 212,065 573,919

2 2

39,676

1,266,031 24,455 144,903 1,435,389

　　他会計繰入金

    （収益的収入）

26,420 13,256

31,089,399 491,039 458,295 2,326,282 34,365,015

21,001,456 163,665 458,874 2,414,728 24,038,723

507,483 27,983 △ 178,467 356,999

328,988 30,168 △ 566 △ 135,723 222,867

4,098,847 90,692 171,930 4,361,469

3,591,364 62,709 350,397 4,004,470

売 電 事 業 水道施設を用いて発電した電力を販売する業務

簡易水道事業

戸井地域，恵山地域，椴法華地域および南茅部地域の給水区域において

水道水を供給する業務

　平成27年度（平成27年4月1日から平成28年3月31日まで）

水道事業 温泉事業 売電事業 簡易水道事業 合計

温 泉 事 業 温泉を供給する業務

事 業 区 分 事　業　の　内　容

水 道 事 業 簡易水道事業以外の給水区域において水道水を供給する業務
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Ⅳ リース契約により使用する固定資産に関する注記

1 　リース会計に係る特例措置

 　 所有権移転外ファイナンス・リース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計

  処理によっている。

2 　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

　　１年以内　 20,333千円

　　１年超　　 30,954千円

　　　合計　　 51,287千円

Ⅴ その他の注記

1 　貸倒引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，債権の不納欠損による損失6,885千円を処理するため，貸倒引当金6,885千円を使

用する。

2 　退職給付引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，退職手当として81,601千円を支給するため，退職給付引当金81,601千円を使用す

る。

3 　賞与引当金および法定福利費引当金の目的使用による取崩しについて

　当年度において，期末・勤勉手当の支給およびこれに係る法定福利費の支出のうち，前年度の負担

に属する額（12月から3月までの4か月分）として65,237千円を支給（支出）するため，賞与引当金お

よび法定福利費引当金65,237千円を使用する。
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